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第５章 「田んぼダム」の実施事例と支援制度 

「田んぼダム」は、作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て実施する取

組あり、取組を継続的に実施するには、農作業への影響や取組の労力を最小限にするための

工夫が欠かせません。 

また、「田んぼダム」の取組を始め、継続的に実施するためには、様々な分野、様々な地

域の関係者間で情報を共有し、相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるといった

過程を経ることにより、関係者相互の理解を深め、繋がりを強め、地域全体で協働すること

も欠かせません。 

本章では、このような取組の工夫や実施体制について、「田んぼダム」を継続的に実施し

ている地域の事例と支援制度について示します。 
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５．１ 「田んぼダム」の実施事例 

〇 「仕掛け」と「仕組み」で高い実施率を実現（新潟県見附市） 

 新潟県見附市では、平成23年度から「田んぼダム」の取組を行っており、現在約1,200ha

と広域な範囲で取組を行っています。取組開始から 11 年経過していますが、令和３年

７月の点検でも 95.8％と非常に高い実施率（流出量調整器具を適正に取り付け、「田ん

ぼダム」の効果を発揮できる状態の水田の割合）を保つことができています。 

このような高い実施率は、取組を始めた当初から実現できたわけではなく、取組を始

めた平成 23 年の調査では実施率は全体の 39％にとどまっていましたが、「仕掛け」と

「仕組み」により、高い実施率とすることができました。 

① 「仕掛け」 ： 農家が意識しないほど負担感がない器具への転換 

見附市では取組開始当初、図 30 のような側面の孔で流出量を調整するタイプ（機能

一体型）を導入しました。 

 

図 30 取組開始時の流出量調整器具（機能一体型） 

しかし、規模の小さな降雨でも雨水を貯留してしまい、田面の排水が滞ることから、

農家が田面位まで調整管を下げる操作（図 30 中央の図）を行い、結果として「田んぼ

ダム」の効果が発現しなくなるということが起こっていました。 

  

効果あり 効果なし 
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 そこで、新潟大学の研究チームの協力で図 31 のような新たな流出量調整器具（機能

分離型）の開発を行いました。新たな器具は、小規模な降雨時は、雨水を貯留せず通

常と同様に排水され、大規模な降雨時のみ雨水を貯留し、安定した排出量の抑制が可

能となっています。この器具に変更してからは、農業者は「田んぼダム」に取り組ん

でいる（調整管をつけている）ことすら意識していないとのことです。 

  

図 31 改良後の流出量調整器具（機能分離型） 
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② 「仕組み」 ： 農家へのインセンティブの付与 

見附市では、多面的機能支払交付金の活用と見附市の委託事業の２つで「田んぼダ

ム」の取組を行う農家へのインセンティブを付与しています（図 32）。 

 

図 32 見附市の「田んぼダム」支援スキーム 

・ 多面的機能支払交付金の活用 

見附市では全 66 集落が「見附市広域協定｣に加盟し、協定面積約 2,500 ha の一

組織として事業を展開しています。 

その中で、「水田の畦畔」を雨水貯留機能をはじめとした水田の多面的機能の発揮

に必要不可欠な集落共同の施設と位置付け、畦畔の草刈り日当の支払い（100 円/a）、

畦塗り委託（50 円/m）、排水口周辺及び法面の補修、暗渠排水施設の機能回復、「田

んぼダム」に係る緊急時の点検作業や調整管の破損部品の取替えなどの費用を交付

金から拠出しています。 

・ 見附市の委託事業 

 見附市は、「田んぼダム」が市全体の社会的効用の向上を目指した市の施策であり、

市が実施すべき事業を農家に委託するという考えの下、調整管一カ所に対して、そ

れぞれの耕作者に毎年 500 円の「委託料」を支払っています。 

委託料は毎年協力への感謝の御礼文を添えて、維持管理組合の役員が耕作者に直

接手渡ししており、直接的なインセンティブになっています。 

また、維持管理組合に年間２回の設置点検業務や地域の耕作者への啓発活動など

を委託しています。 

 「田んぼダム」は「設置がゴールではない」ことから、その機能を継続して発揮さ

せるための「仕組み」を作ることも重要なポイントです。 
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〇 共感の波紋が「田んぼダム」の原動力（北海道岩見沢市） 

岩見沢市内では、市内全域を網羅する岩見沢市広域協定に加盟する 3 つの地域活動組

織の約 700ha の水田で「田んぼダム」に取り組んでいます。 

この取組は、最初は一人の活動から、共感の波紋が広がることで拡大し、岩見沢市で

は、共感の醸成と様々な関係者との協働により、「田んぼダム」の拡大と継続性の確保を

図っています。 

① 共感の架け橋と波紋 

岩見沢南地域資源保全協力会の会長である峯淳一氏は、双葉町で最も標高が低く、

浸水リスクが高い水田で営農している一方で、水田の近くの国営金子排水機場の運転

員を長年勤め、地域の内水排除に貢献してきました。 

浸水の被害を受ける営農者でもあり、地域の排水機場の運転員でもある峯氏は、対

岸のさらに下流にも農家の仲間がいて、河川周辺の市街地にも住民が生活しているこ

とを考えることができました（図 33）。 

そして、上流域への感謝の気持ちと他の流域への思いやりの気持ちを持って、皆が

安全に暮らして行ける様に、「田んぼダム」の取組を始めようと考え、まずは一人で「田

んぼダム」を実践し始めました。 

 「田んぼダム」の効果という観点から考えると、標高の高い上流側の水田で雨水を

貯留するのが効果的ですが、峯氏は、被害を最も受けやすい、標高が低い下流側から

「田んぼダム」の取組を発信することで上流域の関係者の共感を得ることができまし

た。この働きかけをきっかけに共感の輪が広がり、協力会全体の活動として「田んぼ

ダム」に取り組むことになりました。 

 

図 33 共感の架け橋 
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② 様々な関係者との共感と協働 

「田んぼダム」の普及に当たっては、関係する様々な関係者との共感と協働が重要

です。岩見沢市では、地域の水害の記憶、性質、内水排除の仕組などについて対話に

より知見を共有し、「田んぼダム」による作物への影響、畦畔の破損などの課題や心配

に対しては、研究機関、協力企業、岩見沢市などが連携して、実証によるエビデンス

の提供、排水口の改良などを行うことで、共感の醸成と継続性の確保を図っています

（図 34）。 

 

図 34 様々な関係者との共感と協働 



46 
 

③ 関係機関との連携と更なる取組 

 岩見沢市では、降雨状況、河川水位、排水機場の運転状況に連動したタイムライン

に基づき、関係機関が連携して雨水貯留に取り組んでいます（図 35）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35 豪雨時の関係機関系統図（岩見沢市の例） 

さらに、自営の光ファイバー網や公設民営型の BWA 基地局を有し、市内 13 か所の

気象観測装置で取得するビックデータをもとに、50m メッシュ単位の気象関連情報を

配信するほか、13 か所の排水機場と 18 か所の基幹排水路を対象に、ポンプ稼働状況

と水位データや画像を共有するクラウド監視システムの導入など、防災体制を一層盤

石なものにするための取組に着手しています。 

  


